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国際地域間交流の定性的事後評価に関する研究
－環日本海における新潟をモデルとしたサンプル調査－
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－A Model Study of Niigata in the Japan Sea Area－
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YAMANAKA Tomohiko
Abstract:
This thesis consists of four chapters : 1) The aim of this study ; 2 ) Areview of existing 
studies and the choice of case studies ; 3 ) Interviews about the qualitative evaluation of 
typical cases ; and 4) Ways for further exchange of interregions.  For exchange programs 
of interregions, new recommendations for services such as multi-cultural support for the 
inhabitants, various securities beyond boundaries, and economic relations without 
domestic regional gaps are expected.  The concept of what a “region” is exists in our 
consciousness.  As such, its qualitat ive evaluation depends on the evaluator ’s 
consciousness about a region.  That is, a person who thinks about individual trust 
supporting an exchange of interregions has a sense of a unity between each region.  But 
a person who thinks about systems supporting an exchange of interregions has a sense 
that social conditions change relations between each region.  In the former case, relations 
between each region are kept on an individual trust basis.  But in the latter case, if the 
system becomes stale, relations between each region are broken.  And for the realization 
of the new aims of the exchange of interregions which are expected to form a regional 
policy, the system must be changed from regional exchanges to formation of an inclusive 
region among all concerned regions.  And for this, it is useful to establish the concept of 
“Kokusai-Chiiki” as meaning “ Interregion”.
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１　研究の背景と目的
国境を越えた地域相互の直接的な交流を本稿では「国際地域間交流」と呼ぶこととする。
＊ 新潟県立大学国際地域学部（yamanaka@uni.ac.jp）
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国際地域間交流は、姉妹・友好都市提携などの地方自治体の政策や、民間の非営利的な活
動に支えられてきたが、関係する文献資料を検索すると、大所高所からの政策プロパガン
ダ、個々のシンポジウム資料や事業報告などが大半を占め、事業の事後評価や効果測定は
ほとんど見当たらない。換言すれば、地域政策としての国際地域間交流は、いわば大義名
分が先走り、実態は「やりっ放し」に近いかたちで進められてきたといえる。その結果、
経済情勢の変化に伴い予算削減や事業廃止される傾向にある1。一方、近年のわが国の地
方と大都市圏の経済・情報格差の広がりや経済環境のグローバル化、ボーダレス化が進行
する中で、地方の活性化に資する地域政策として、国際地域間交流には新たな期待も寄せ
られつつある。
本研究でモデルとして取り上げる新潟県内の環日本海国際地域間交流は、2010年 4 月現
在新潟県および県内 8市町が姉妹・友好都市提携を軸として、中国10地域、ロシア 7地域、
韓国 5地域等と交流事業を実施している。本研究の方法的特徴は、交流相互の地域におい
て第三者である筆者が双方の当事者にヒアリングを行い、事業の事後評価に係る共通の設
問に対する回答を突き合わせることにより、交流の意味を外部評価することにある。書面
アンケート等に比較し、対象者数に限りはあるものの、ダイレクトで定性的な評価を加え
ることができる。そのような方法により、本研究は国際化社会における新たな地域政策と
しての国際地域間交流の有効性および課題を検証し、今後のプログラムの企画立案に資す
る観点を探るためのサンプル調査として位置づけられる。
またあわせて、本学会の研究テーマでもある「国際地域」という概念を考察する契機と
もしたい。
２　既存調査研究のレビューと本調査対象事例の選定
２－１　国際地域間交流に係る既存調査研究のレビュー
国立国会図書館の文献検索等により、本研究テーマに係る既存研究の到達点をレビュー
する。
（1）国際地域間交流の事後評価に関する研究
国際交流事業の事後評価や効果測定に係る研究は極めて少ない。小倉和夫ら2は、主と
して国際交流・文化交流を行っている団体のあり方や助成のあり方についての研究を行っ
ているが、交流事業そのものの事後評価においても貴重な知見が示されており、以下にそ
の要点をとりまとめる。まず評価に伴う困難として次のような見解が示されている。「こ
うした交流の効果は、きわめて長い時間の後に、はじめて実を結ぶものであって、事業実
施直後の調査による評価だけではきわめて不十分である」2（51頁）「こうした交流の成果なる
ものの評価は、目標とその達成度といった単純な評価方法ではなく、例えば、事業（すな
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わち人物交流）が、相手方に与えた、知的ないし文化的刺激の有無とその程度や態様につ
いての、専門家によるモニタリングといった手法が必要である」1（53頁）「海外のカウンター
パートをも巻き込んだ、ある種の共同評価でなければ、真の評価とは言い難い」2（53-54頁）さ
らに国際交流団体の活動を評価する意義について、「自らの活動を評価してみることに
よって、初めて、他の類似の機関なり団体との比較が可能となり、自らの特長や長所、存
在意義についての認識を深めることが出来る」2（58頁）といった点が挙げられている。
（2）新潟の環日本海国際地域間交流の評価に関する研究
羽貝正美ら3は冷戦後のロシア・中国による日本海域の環境汚染を例にとり「日本海沿
岸住民にとり、国際問題と地域問題はまさしく密接不可分であることが実感された」3（ⅳ頁）
として、「環日本海交流・自治体外交」研究の意義を評価する。同書中、櫛谷圭司は「環
日本海という国際地域の最大の特徴は、民族、文化、言語などの面で、きわめて多様性に
富んでいることである。また、国家ではなく地域が、それも各国の『中央』に対して『周
辺』におかれていた地域が主体となって、相互に結びつこうとしている点も、この地域の
特徴である」3（157頁）として、「国際地域」という概念と日本海沿岸地域の置かれた各国内で
の地域特性に触れた評価の視点を提出している。さらに、これまでの交流の歴史的経緯を
整理した後、地方都市から交流拠点都市へ飛躍する新潟の既得条件を「①交流の積み重ね
の歴史を持っていること②国の外交にない役割や特徴を発揮していること③対岸諸国・地
域から存在が注目されること④対岸地域と国内の結節点となること」3（171-173頁）の 4 点に整
理し、そのための課題を「①環日本海に関する情報の集積と発信機能②交流を支える人材
の育成③交流を表面的なものに終わらせないための日本海を巡る地域間の関係史を市民が
学ぶ機会の整備」3（174-175頁）の 3 点に整理している。
新潟市の自治体外交に職員として直接係わった市岡政夫4は新潟市と対岸との係わりの
歴史を踏まえ、「日本の都市で対岸のすべての都市とこれほどまでに緊密な関係を発展さ
せている都市は他にない」4（166頁）とした上で、わが国の自治体外交の歴史的転換について
「主として姉妹都市交流のかたちで進められてきた」段階→「今日では協力・援助を求め
られる形」→「今後国境の概念が薄くなればなるほど、都市と都市、地域と地域の住民の
間の相互理解と信頼の増進はますます重要性を帯びてくる。したがって自治体の国際交
流、自治体外交は、グラス・ルーツの市民外交、NGO、NPO、ボランティア組織や個々
人との連携を一層深めながら、これまで以上に広範な活動が必要になってくるだろ
う」4（205-206頁）と評価している。また最後に、新潟の国際地域間交流に形振り構わずに情熱
を傾けた 1人または複数の人物がいたことに言及している。
多賀秀敏ら5は、 3 年間にわたる新潟県を軸とした「国際協力における勤労者・労働組
合の役割に関する調査研究」の成果を2002年に公表している。同報告書中「第 2章　新潟
県における非国家セクターの環日本海交流」において江口昌樹は、新潟県域内と環日本海
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対岸地域との交流の全体像を主体別に精査し、新潟側から見た定性的事後評価にも言及し
ている。さらにその特徴を、①交流の重層性②交流分野と交流対象の「棲み分け」③環日
本海交流「システム」の不明瞭性と「システム」作りの必要性④環日本海諸地域すべてと
の関係を有する優位性と今後求められる総合する主体と能力 として整理している。また
「第 7 章　欧州国際協力における労組アイデンティティと環日本海地域への移転可能性」
において柑本英雄は、非国家行為体をⅠ「場所」に根ざした行為体 Ⅱ特定の機能を有す
る行為体 Ⅲ課題特化型行為体の 3種に分類し、サブリージョン6構築への係りを分析した
上で、バルト海沿岸地域でのサブリージョン構築における特定の機能を有する行為体とし
ての労組の働きを紹介し、環日本海地域におけるサブリージョン構築と新潟の労組の展望
に言及している。
さらに前掲多賀・柑本・江口の 3者は、欧州委員会が前述のバルト海沿岸地域とともに
設定した 7つのサブリージョンの一つである北海沿岸地域での越境広域経営のグランドデ
ザイン「NorVision」の日本語訳および解題7を2005年に出版している。同書の序文におい
て多賀は、環日本海を例に挙げ、ヨーロッパと東アジアにおけるサブリージョン構築への
動きに言及している。
新潟経済社会リサーチセンター8は、2007年現在新潟県内で国際交流活動を行っている
219団体を対象とし、「①団体の概要②事業の目的・活動内容③他団体との支援・協力関係
④事業の課題と今後の方向」に関する意識調査結果を同様の全国調査結果と比較しながら
報告書をまとめている。全国調査と比較し、「他の団体・組織からの支援・協力を受けた」
と答えている県内団体の割合が高いなどの特徴はわかるものの、調査方法が選択回答を主
とする郵送方式であるため、網羅的・定量的傾向把握にとどまっている。特に事業評価に
踏み込んだ質問は見られず、最後のまとめでも調査主体である新潟県国際交流協会の支援
の方向性として「事業評価能力の向上」が 3つの柱の 1つとして挙げられているが、その
ための具体的な方策は示されていない。
２－２　県内の環日本海地域間交流事例の収集と本調査対象事例の選定
（1）県内の環日本海地域間交流事例の収集
限られた調査期間と予算の制約上、最初に調査交流相手国をロシア・中国・韓国（以下
露中韓）の 3カ国に絞り、関連行政団体等のホームページ（’10年 4 月現在）および資料9
より県内の環日本海地域間交流を行っている団体の情報を収集し、相手国別に交流団体、
所在市町村、交流相手都市、実施事業名、事業内容を整理した。その結果、ロシアを交流
相手国とする16団体、中国を交流相手国とする22団体、韓国を交流相手国とする15団体を
調査対象候補として抽出した。
さらに、上記調査対象候補を念頭に、県内国際交流事情に詳しい有識者 2名および新潟
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県国際課・新潟市国際課からヒアリングによる情報収集を行い、長期にわたり事業を継続
し事業評価を効果的に調査できそうな候補を絞り込み、県内11団体の代表者に事業概要や
評価に関するヒアリング調査を行った。
（2）本調査対象事例の選定
上記のヒアリング調査の結果を踏まえ、相手国別・交流団体官民別・所在市町村別のバ
ランス、事業内容の多様性を考慮し、出来るだけ類似の活動団体が重複することのないよ
うな抽出を意図した。そのことによって、限られたサンプル調査から国際地域間交流に共
通する課題を見出そうと考えた。さらに、本調査研究の重要な視点であるカウンターパー
トのヒアリング調査を行うことができた 8団体および、新潟側のみのヒアリング調査で有
益な情報を提供頂けた 1団体を加えた下表に示す交流事業が本研究調査対象となった。
結果として、前掲多賀秀敏ら文献による行為体種別によれば、領域的行為体 2団体、特
定の機能を有する行為体 5団体、課題特化型行為体 2団体となった。
３　典型事例当事者の事後評価に係るヒアリング調査
前表で示した 8団体の交流事業について、双方の企画担当者・参加者等当事者へのヒア
リング等によって事後評価を検証する。双方の回答者の認識を突き合わせるため、ヒアリ
ング項目は交流双方に共通する「事業概要」および「事業評価」をそれぞれの交流事業内
容に即した設問とした。各交流事業内容は、ヒアリング抄録中の関係者が認識する事業概
要を参照願いたい。なお紙面の都合上、双方に重複する事業概要については、カウンター
パート側の記述を省略した。以下、各交流事業に関するヒアリング抄録と抄録では伝わり
にくい前後の文脈や現場のニュアンスを補足する筆者のコメントを列記する。
また、「 3－ 2　極東ロシアの環日本海地域との交流事業」では、 1団体および 1支援
者の新潟側のみのヒアリング抄録も補足的にとりあげる。
　　　　表 1　本研究調査対象団体 （　）内は新潟側のみ
相手国 新潟県内交流団体
露中韓 新潟県労働者福祉協議会Ⅱ はばたけ21の会Ⅲ
ロシア 日ロ沿岸市長会Ⅰ （新潟･ハバロフスク･ウラジオストク･ビロビジャン友好市民委員会）Ⅲ
中　国 新潟市民病院Ⅱ 新潟市武術太極拳連合会Ⅱ
韓　国 上越市Ⅰ 塩沢中学校Ⅱ 新潟市サッカー協会Ⅱ
団体名右下のローマ数字は、多賀秀敏らによる行為体種別を示す。
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３－１　露中韓３カ国の環日本海地域との交流事業
（1）新潟県労働者福祉協議会（以下労福協）の国際交流事業
〈労福協事務局ヒアリング〉10
・事業概要：労福協（構成員は’92に総評系労組と同盟系労組が合体した連合と労金、
生協の 3者）の国際交流事業は、前身組織の事業を受け継いだもの。ロシアとの交流
は’64年の新潟地震の際の木材支援から、中国との交流は’79年の新潟市とハルビン市
の友好都市締結、韓国との交流は’86年の定期交流協定の締結に遡る。主に 3国の代
表団との 2国間相互訪問とロシアとの子どもの交流からなり、後者は小学 5年生から
中学 3年生までを県内で募集。参加費は保護者が渡航旅費を負担し、滞在費は受け入
れ側の組織が負担。
・事業評価：国際交流事業の新潟地域にとっての意味は、双方の経済環境・労働環境に
ついて情報交換できること。相手国として露中韓に熱意の差はない。交流相手を受け
入れた際の通訳の手配が課題。
〈ハバロフスク地方労働組合連合ヒアリング〉11
・事業概要：新潟との代表団の交流では、ハバロフスク地方労働組合連合の18単産労組
が近い分野の新潟の単産労組と情報交換を図るために訪問団を募集し、希望者が多い
ため連合で選抜する。子供たちの交流は、毎年、大企業や単産労組で新潟の子供たち
を受け入れる組織を募集し、受け入れに応じた組織から優秀な労働者の子供と希望者
の子供を新潟に送っている。年齢は 9～14歳を中心に多少上下する。
・事業評価：継続の秘訣は40年前の活動家たちによって始められた交流が高く評価され
ていることにある。組合間の相互理解や他国の生活を理解することの意義が大きい。
ソ連～ロシア時代の国の政府間関係には浮沈があるが、新潟との労組の国際交流はそ
のような浮沈に左右されずに安定した相互交流を行ってきた。参加者からは、新潟
（日本）に行けたことがすばらしい経験であったと同時に、滞在中に同じ分野の労働
条件に関する情報や政策など、学ぶことが多かったという意見が多い。交流に参加し
た子供たちも、強い印象と影響を受け、帰国後日本文化や日本語などへの興味が増大
し、中には日本で仕事をしたいという子供、日本の研究をしたいという子供、日本語
を始める子供もいる。親たちは、子供が新潟（日本）へ行ったことを誇りにしている。
国際的な経済危機の下で、国際交流をいかに継承するかが課題である。
〈黒竜江省総工会ヒアリング〉12
・事業概要：人的交流は、高官の交流（代表団の相互訪問）と労働組合で活躍する組合
員の研修の 2 種がある。最初は代表団の相互訪問ではなく、’83年 3 名の研修技術交
流から始まった。その後’90年に第 1 回の13名の新潟代表団を受入れ、交流内容も高
官の交流から 1歩前へ踏み出し、’96年には日中合弁の印刷会社龍新㈱を発足させた。
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20周年の今年10月に新たに10年間延長の協定を結ぶ予定。
・事業評価：交流の効果としては、技術交流と合弁会社の設立と人的交流があり、組合
間の相互理解や他国の生活を理解することの意義が大きい。文化大革命の時代まで
は、抗日戦争に関する教科書での教育や毎日放映される映画を通して、日本に対する
鬼（侵略者・強姦者）という強い印象を与えていた。今では満州開拓団も評価されは
じめ、実際に日本人と接して、さらに印象が変わった。それが人的交流の最大の効果
であって、日中に限らず世界の各国との平和的交流が望まれる所以である。労働組合
同士の交流という意味では、自動車会社のストの例に見られるように中国の労働組合
も徐々に日本に近づいているとはいえ、国家体制が異なるので直接学ぶことはまだ多
くはないが、政治や組織に左右されない人間同士の信頼関係が宝物。改善の余地とし
て、ロシアと労福協の交流のように黒竜江省との交流でも子どもの交流を行うのが良
いのではないか。それと、家庭訪問などできるだけ複数の人との交流ができると良
い。ほとんどの人が日本へ行くのは初めてなので、名所旧跡を訪ねることになるが、
もっと幅広い人的交流が欲しい。隔年 6名は少ない。
〈韓国労総組合総連盟ソウル地域本部ヒアリング〉13
・事業概要：以前の執行部の時代、竹島、教科書問題などで交流を一時的にやめること
があったが、国の政治的な関係で交流が途切れるのはもったいないとの趙容彦氏13の
忠告の結果、’00年からまた交流が再開した。ソウルから単組委員長 5 人が、新潟か
ら新潟労金、生協等から 5人が相互訪問し、労働問題について話し合い、その後観光
も含め意見を交換する。 1年おきに 5日間行き来している。
・事業評価：交流は生産的でなければダメだ。福祉関係の研究では労福協との交流は役
立った。韓国と日本が近くて遠い国といわれるが、近くて近い関係を作らなくてはい
けない。両国の関係改善のためには人物交流が必要である。参加者に感想を聞くと、
新潟の人が親切で紳士的と好評。
〈筆者コメント〉
労福協のヒアリングでは、各カウンターパートを慮ってか、踏み込んだ国別評価を聞く
ことができなかった。 3 カ国のカウンターパートのヒアリングに共通した評価として、
フェイスツーフェイスの関係によって、政治・経済情勢に左右されない信頼関係を築ける
ことが強調されていた。また、紙面の都合上省略したが、露中韓の 2国間同士の交流や日
本の他地域との交流と比較して、新潟との交流が高く評価されていたのが印象に残った。
新潟の関係者に共通する実直な印象を与える資質によるものと思われる。
（2）はばたけ21
〈はばたけ21の会事務局ヒアリング〉14
・事業概要：活動の契機は’91年ソ連崩壊後、新潟商工会議所の斡旋で市内企業社長・
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支店長クラスでウラジオストクを訪問した際に、ロシア側が子どもたちの交流事業を
要望してきたことに始まる。’96年、要望を受けて「はばたけ21の会」を組織し会費
制とした。会員は地元企業中心で 4～50社・年会費総計80～100万円で推移。現在も
三菱商事が事業費の半額、ダイニチ工業が50万円を寄付し、事務局を三菱商事新潟支
店内に置いている。また、単年度ごとに行政や財団などの助成を受けている。当初ハ
バロフスクと新潟の子どもたちを対象に始まった交流も、現在では毎夏 1 週間ロシ
ア・中国・韓国他から計30名の児童を新潟に招き、新潟県内の児童30名と交流を行う
に至っている。新潟をベースにして相互往来をしないのは、スタッフの旅費など無駄
な運営経費をかけずに予算を有効活用するため。参加する子どもの年齢は10～11歳
（航空運賃の子ども運賃適用限度年齢）。説明会と事前研修 2回を含め、参加するには
それなりの熱意が必要。運営には、学生ボランティアを20～30名募集。新潟と露中韓
他の子ども10人 1 グループで、各グループに 2人の大学生を配置。学生たちも事前に
リーダートレーニングを受けてもらう。また、相手国との連絡調整に新潟市国際課の
支援を受けている。
・事業評価：参加者やボランティアリーダーたちが交流事業を通して、積極性を獲得し
たり、相手国理解を深めたり、国際交流を超えて、人として成長するという社会教育
的な面が大きい。中には参加経験者が大学生になって運営スタッフに加わったり、学
生ボランティアの経験から社会人になって国際交流やボランティア支援の仕事に就い
たりするケースもある。ロシアの女の子が成人後通訳として参加した例もある。課題
としては、経済情勢を受けた会員や会費の減少、子どもたちが忙しくなって集まりに
くい年もあること、男子学生のボランティアが少ないことなどが挙げられる。
〈ハバロフスク市行政府ヒアリング〉15
・事業概要：参加希望者は定員以上にいる。飛行機代の半分（半分ははばたけ21）を両
親が負担できることを条件に、日本語・日本文化・社会的関心（友達を見つける能力）
などを考慮し教育局が人選する。
・事業評価：良いところは日本に友達ができ、日本文化や新潟との交流関係の理解を深
めること。参加者は訪問後に市役所に集まり、感想を述べあう機会を設けている。は
ばたけ21は新聞報道などで市民にもよく知られている。市民は日本からのコンサート
などにもよく行っていて、日本文化への理解は深い。はばたけ21が他都市の子供も呼
ぶようになって、ハバロフスクの定員数が減ったのは残念だが止むを得ない。
〈ハルビン側ヒアリング〉16
・事業概要：子どもたちは、ハルビン市外事弁公室が選んだハルビンのNo.1スクールで
ある継紅小学校（全校生徒数 5千人、 1学年10クラス以上、 1クラス50人以上）から
毎年参加。 4・ 5年生から先生が会議で選ぶ。事前準備は、パスポート他の手続きに
─ 39 ─
39
国際地域研究論集（JISRD）第 4号（№ 4）2013
始まり渡航の注意事項まで、 2～ 3 回以上生徒を集め、王卉氏16も参加する。事務は
外事弁公室日本処が担当。
・事業評価：ボランティアで通訳を続ける理由には中国の教育に対する疑問がある。参
加する生徒はみな良い子供だが、教育の不足によって何回もマナーや礼儀を注意する
必要がある。先生も良い先生たちだが、毎回変わるし、日本語はわからないし、日本
の礼儀もほとんど知らない。自分には厳格な面があるため、通訳だけなら必要がない
しつけなどにも口を挟んでしまう。新潟で最も感動するのは、大阪や東京からも参加
していると聞くボランティアスタッフのまじめさ。熱を出す子供も居たりして、夜遅
くまで続く子どもの管理は大変な労力。お別れパーティーでは毎回参加者全員が良い
思い出に涙が止まらない。自分の息子も同じ年代なのでよくわかるが、リーダーの学
生たちが事業を通して成長し、中にはスタッフなる人もいると聞く。子どもたちも、
遊んでいる子や買い物する子やいろいろいるが、日本やロシアの子どもに触れて
2 / 3 くらいの子どもは異文化を学んでいると思う。子ども同士英語でメールの交換
をしているが、露中韓の子どもに較べると日本の子どもは英語に弱いようだ。参加し
た子どもたちに感想を聞くと、日本の街はきれいだし、人も優しく、マナーを守り中
国のように混乱しないので良いという。ロシアの子どもはいたずら好きなので、いや
がっている子もいた。日本の子どもはおとなしく礼儀正しく、韓国は威張っていると
いう。参加した子どもの親の90％以上からは良かったと聞くし、その親の口コミで次
に参加したい親があらわれる。滞在中の記録のCDは親の宝物になっている。
〈筆者コメント〉
’10年 8 月22日に新潟市大畑少年センターで行われた歓迎式を視察した。その場に初め
て集合した各地域の子どもたちが、学生リーダーの介在によって瞬く間に緊張を解いて仲
良くなる様からは、当該プログラムの長年にわたる積み重ねと、毎年の入念な準備を伺わ
せる。新潟県立学から参加した学生スタッフに約半年後に評価を求めたところ 2名が回答
し、共通して期間中の自身の成長を挙げていたことは、関係者の事業評価を裏付けている。
また、そのような成果はあくまで新潟を拠点としたプログラムの非対称性の利点によるも
のと思われる。
３－２　極東ロシアの環日本海地域との交流事業
（1）日ロ沿岸市長会議
〈新潟市国際課ヒアリング〉17
・事業概要：「日ロ沿岸市長会」は、’70年日本海沿岸の港湾都市によって、日本海沿岸
日ソ両地域の友好親善と経済協力を促進し、両地域の発展を図ることを目的に結成さ
れた「日ソ沿岸市長会」が、’92年のソ連邦崩壊に伴って名称を変えた組織で、新潟
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市長が代表幹事をつとめ、新潟市に事務局を置く。18会員市の人口に応じて 3万 3千
円～ 4万円の年会費を徴収。ロシア側組織と定期的に日ロ沿岸市長会議を開き、両国
間の友好、経済交流などの問題について協議し、必要に応じて両国の関係機関への働
きかけや青少年使節団の交換、各市実務担当者の派遣を行っている。
・事業評価：一市単独では難しい課題に、都市間ネットワークを活用して取り組むこと
ができる点が長所。近年ロシア経済は着実に発展を続け、当該事業のカウンターパー
トである極東・シベリア地域も存在感を増している。日ロ間の貿易・経済関係も年々
強まっており、従来の友好・文化・スポーツ交流に加えて実務的な協力関係を一層深
める条件が整いつつある。特に、地方自治体での取り組みが有効な「観光」と「経済
（特に港湾及び物流）」分野に力を入れていきたい。ただし、費用対効果がより厳しく
求められる状況を踏まえ、いかに会の存在意義と加入のメリットを打ち出すことがで
きるかを検討する必要性がある。
〈ハバロフスク市行政府ヒアリング〉15
・事業概要：「ロ日極東シベリア友好協会」の18都市は日本との交流関係をもっている
都市。その活動は、日ロ沿岸市長会議に関することのみで、友好のみならず日本との
経済交流が目標。会員間には温度差があり、州都（ハバロフスク、ウラジオストク、
イルクーツク、ユジノ・サハリンスク、ペトロパヴロフスク・カムチャツキー）は積
極的。協会の個有の予算は無い。会議や事業ごとに必要経費を均等に負担。ハバロフ
スク市長が議長を務め、事務局はハバロフスク市が全面負担。内容は、環境会議とか
子供の交流や演奏団の交流、スポーツ交流など多岐にわたる。経済的側面で言うと、
ハバロフスクで新潟の展示会が開かれ、産品の販売などが行われている。
・事業評価：新潟の協力によりハバロフスク市で花火大会を開催できたことが印象に強
い。先の函館の会議では、市長だけでなく民間の経営者も参加していて良かった。今
のところ経済よりも友好の方が成果が上がっている。経済関係の強化が一番の課題。
経済交流のためには行政だけではなく民間の参加も必要で、ビジネス側の希望があれ
ば必ず続けたい。環境会議の継続は、今後最も重要になると思う。ゴミ処理などにつ
いては学ぶことが多い。
〈筆者コメント〉
自治体ネットワーク同士の継続的交流という点で、稀有の事例。相互の現状認識、課題
としての経済交流の活性化においても意識が共有されている。
（補）新潟・ハバロフスク・ウラジオストク・ビロビジャン友好市民委員会18
・事業概要：会員70数名で、ほとんどはロシア語を話せる機会を求めて参加している。
ロシア人と接してみると良い人が多いので、それを理由に入会してくる人が多い。活
動の 7～ 8割が在住ロシア人との友好を深める行事で、新人の歓迎会、ロシア映画鑑
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賞会、ロシア料理を楽しむ会など。残り 2～ 3割が友好都市訪問の旅。隔年の訪問団
は20名程度だが、近年ロシア側から毎年60名程度来新し、熱意と経済的な豊かさが逆
転しつつある。相互訪問時は、ホームビジットと称し、家庭を訪ね交流する。会費と
市からの補助金20万円でやってきたが、ここ数年市の考え方が変わり補助金無しの状
況。各種行事では、在住ロシア人を無料で招いていたが、補助金がカットされ厳しい
状況で、創設当時から年 1回欠かさず発行していた会報も休止している。
・事業評価：ロシアへの関心を持つ人、ロシアとコンタクトを持つ人が増えた。シベリ
ア抑留や北方領土問題の影響はあまり感じられない。事業の改善の余地として行政の
認識が挙げられる。国際交流はあくまで行政と市民の協働であって、市民任せでは進
まない。また、国際交流は同じ相手との継続性が大切で、市長はこれまでの交流の歴
史を軽視し、新たな相手国との交流を始めているがその意図が理解できない。会員の
高齢化は進んでいるが、逆に生活に余裕が出ることによるメリットもあるし、イン
ターネットで調べて参加する若い人もいる。参加者からはロシア文化に触れることが
出来ると好評。
（補）新潟・新潟県ウラジオストク連絡員19
・事業概要：業務委託でロシア企業を新潟につないだり、パンフレットなどでロシア人
への新潟県の広報、県や市のミッションのサポートを行っている。ロシア人は商機が
あれば積極的に日本に行くが、日本人にはロシアはハードルが高いので、民間経済交
流のサポートを業務の主体としている。
・極東ロシアと日本の交流に関する情報：現在日本海側の各県がウラジオストクに関心
を示し競争状態になっている。北海道や稚内市は例外的にユジノ・サハリンスクにア
プローチし、事務所を持っている。ウラジオストクの人々は、ロシアヨーロッパ部よ
りもむしろ日本に関心が高い。統計的にもウラジオストクは、ロシアの中でも日本へ
の好感度が高いといわれている。同じ極東ロシアでも、各都市に温度差があり、両雄
であるハバロフスクは政治、ウラジオストク（港町）は経済が中心。ウラジオストク
では、日本の地域の中では過去の経緯もあり新潟の位置づけや認知度は高いが、それ
に対し近年の鳥取県が周知活動に多額の予算を使い、突出ぶりは異様で行政と民間の
関係が本末転倒している。交通インフラ的には、人は圧倒的に空路、物はフェリー航
路が優位。フェリーは、日本海沿岸都市同士で競争状態。中古車関係の輸入がストッ
プした結果、ウラジオストク航空ロシア人利用者が減り、新潟便の休止に追い込まれ
た。新潟便がなくなるとウラジオストクは関東に目を向ける可能性が大きい。長年の
交流による人脈をいかすことが新潟県の課題だと思う。さらに、交通インフラに代わ
る代替的発想が必要で、ひとつは「おもてなし感」のような付加価値を高めることが
有意義である。モノを売るにはお店が必要で、ロシア人が既にやっている商売を超え
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ることが必要。そういった販売促進のサポートも行っている。新潟にロシアの総領事
館があることは、一般人にとってはあまり直接的な便益にはならないが、利用価値は
ある。しかし、新潟は必ずしもフル活用していない。新潟と極東ロシアの交流で子ど
もたちの交流が盛んなのは、ロシアでは子供の夏休みが長く 3カ月程度、かつゆとり
教育で秋休み一週間、子どもの時間の過ごさせ方はロシア人家庭にとっては大きな問
題である。その結果、親の意識が保養施設の利用や交流に向いていると思われる。
３－３　中国・黒竜江省地域との交流事業
（1）新潟市民病院・ハルビン第一医院の医学研修生受け入れ事業
〈新潟市民病院ヒアリング〉20
・事業概要：両院の医学学術交流事業は、定期的な「訪問団交流事業」と「医学研修生
受け入れ事業」の大きな 2本の柱と、不定期の「医療技術指導」などからなり、両院
長の合意に基づく協議書により担保されている。「医学研修生受け入れ事業」は、毎
年人数に月数を乗じた数字が12を超えない範囲でハルビン第一医院からの研修医を新
潟市民病院で受け入れてきている。研修医は市民病院で医療行為を行うことはできな
いので、指導医に付き添い見学研修を行う。医学研修生受け入れのための手続きや滞
在中の研修医の身の回りの世話は総務課が担当し、来新 8 ヶ月前から手続きが始ま
り、来新までの間押しなべて0.2～0.3人/日の業務が派生する。滞在中の研修は指導医
が担当するが、医療行為を伴わないので大きな負担ではなさそう。身の回りの世話も
研修医のうち 1名以上は日本語を話せるという条件で選考されているため、大きな負
担は伴わない。先方の事務連絡は、すべて日本語の話せる副院長が対応してくれてい
て、事務局の存在は不明。
・事業評価：交流事業経費は、渡航費が利用者側、滞在費が滞在側負担と決められてお
り、今年度でいえば「医学研修生受け入れ事業」に360万円、新潟からハルビンへの
「訪問団交流事業」に43万円の予算が付けられている。これらは病院の単独予算で、
病院内での事業評価としては、費用対効果等の面から事業を見直すべきという意見と
継続すべきという意見の両者があるが、最終的には院長判断として継続されている。
また、病院外からの事業評価は、新潟日報の記事に載るくらいで、市民からの評価は
聞こえてこない。市役所から来ている事務方の目で見ると、市長部局であればとっく
に削られている予算のようにも思える。ハルビン市側からは、毎年研修医を派遣して
くることから何らかのメリットがあると思われるが、具体的な意見は聞いたことが無
い。研修医自身は、医療技術以外にも日本文化などへの関心もあり、研修を希望する
医師が後を絶たないという。
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〈ハルビン第一医院ヒアリング〉21
・事業概要：’81年に両院の友好関係が始まって以来、昨年まで59人の研修医が新潟で
研修を受けた。そのうちの何名かは、国外・上海・北京で活躍し、当院に戻った先生
は部長級の中心メンバーとなって働き、初期の研修医はすでに定年退職している。現
在は李副院長が連絡窓口となっているが、20年前に交流を始めるときは、病院、衛生
局から外事弁公室を経て政府からの研修派遣で手続的に結構難しかった。’05年まで
は何汝朝先生が新潟の窓口となっていたが、その後は新潟に中国語のわかる人がいな
くなった。当初は必ず日本語ができるか、または専門のレベルが高い医師を選定。各
科から順に派遣した。両院の科の構成はほぼ揃っている。最初のころは、研修医に選
ばれた医師は、仕事を止めて半年間日本語の訓練を受けた。最近は日本語を学ぶ中国
人が減って、英語が主流になっている。選定は病院の指名と本人の希望を勘案。病院
が指名しても、本人は拒否できる。
・事業評価：医療技術の習得が最大のメリット。特に10～20年前は文化大革命の時代で
国際交流もなかったので、中国の技術レベルが低かった。最近は、インターネットを
はじめ情報伝達が速く、技術の差が無くなってきている。医療技術に限って言えば、
かつて研修医として新潟で学んだ馬先生のように、世界の先端を行っている先生もい
る。しかし現在でも、医療技術以外に病院管理面など新潟から学ぶことは多い。交流
の内容は、一方通行から双方向へと、むしろ多くなっている。事業の改善の余地とし
ては、医療技術だけでなく、医療管理や情報システム、新技術などへ移行することが
望まれる。（以下 4名の研修経験医の事業評価）自分自身が得たもの：専門技術 2／
日本の医師の真面目さ 2／科学的医療管理 1／患者についての学び 1。ハルビンに役
だったこと：治療技術 4。新潟に役だったこと：中国文化の伝達や相互理解、新潟の
宣伝 2／残留孤児の患者への心理的治療 1／医療行為 1。当事業に対する評価：個人
の技術を高める 1／高い技術レベルや医者の姿勢を学ぶ 1／真面目の精神を学ぶ 1／
日本の医療現場の体験 1／友好の深化 1。
〈筆者コメント〉
事業の非対称性にもよろうが、現時点での新潟側の事業評価には病院内での迷いが感じ
られたのに対し、ハルビン側の 5名の医師の当該医学研修への事後評価は、いずれも実利
性に裏付けられ、個人にとっても第一医院にとっても大きな意味があったことが感じられ
た。20年間の交流が経過する中で、新潟側の引き継ぎにやや義務感が感じられるのに対
し、ハルビン側は状況の変化を能動的にとらえながら継承してきている印象を受けた。
（2）新潟市・ハルビン市太極拳交流事業
〈新潟市武術太極拳連合会ヒアリング〉22
・事業概要：’81年に新潟市太極拳同好会として発足後、’85年に武術指導を受けるため
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新潟市を通してハルビン市太極拳友好交流代表団を招聘し交流が始まる。現在第 8次
の交流に至り、ハルビンからは少数の代表団、新潟からは多数の交流団が相互訪問し
ている。ハルビン側からも市民が新潟に来たいという声もあるが、協会としては受け
入れ体制に責任が持てないので、旅行社を通してくれればと言っている。’03年ころ
から、新潟市から民間スポーツ団体同士として交流してほしいとの要請を受け、自分
たちで事務局機能を担うようになった。スポーツ交流の助成金も上限20万円で、事務
手続きが煩雑なため今は貰わないことにしている。民間交流といっても相手は社会主
義国で、ハルビン市太極拳協会の統制が取れていないため、現在はハルビン市外事弁
公室から体育局を通す体制を組んでもらっている。過去に直接相手方の協会と交流し
ようとしたら、個人個人がばらばらに出てきて、講師として売り込んできたり、担当
者が代わると前任者との約束が反故にされたりして中国との民間交流の難しさを知っ
た。交流に係る費用負担は、飛行機代は乗る人、ハルビン側の指導者の謝金はハルビ
ン市、滞在費は滞在側が負担。昨年国体参観時にハルビン側代表団 6名を招聘したと
きには、滞在費、接待費、記念品代など総額400万円の費用がかかった。相手方の 6
名といっても、実際に武術を行うのは 4名で団長ら 2名は役所の管理職で、新潟市役
所に表敬訪問してもらい行政間交流としての顔も残っている。個人負担以外の費用
は、カンパや講習会の収入などで賄っている。
・事業評価：新潟からの訪問団は、100名中30名ほどが指導者、残りが太極拳愛好者で、
5日間の日程で観光も行うので、武術の上達を期待するというよりも、指導者同士は
旧交を温め、初心者はハルビン市民の演武などに触れて本場を訪ねたという満足感を
得るためのお祭りといえる。交流にとって、双方参加して楽しいというのが継続する
秘訣だと思う。課題は、新潟側の太極拳のレベルも高くなり、ハルビン側に要求する
技術が違ってきていること。また、中国との交流の場合、特に人脈が重要である。当
初から係っている自分とハルビン市外事弁公室の友人の信頼関係が現在の交流事業を
支えている。最初に相手の考え方を見極めることが交流事業の鍵であると思う。
〈ハルビン市人民政府外事弁公室日本処ヒアリング〉23
・事業概要：対日の連絡は外事弁公室日本処が中継して体育局へ通す。体育局が直接新
潟と連絡を取ることはない。体育局の下に体育総会があり、民間である各種競技ごと
の協会のひとつである武術協会に指導者派遣を委託。指導者数は相手の要望によりそ
の時々で異なり、今回は15～ 6 人。指導者は上の手配によって任務として受けている
が、基本的にボランティアで、新潟側から謝礼を直接暗黙裡に渡している。
・事業評価：滞在中の短時間で上がる技術よりも、人的交流による相互理解が重要。毎
回来る人たちは、文句も言わずきちんと行動してくれるので大人気で、来る度ごとに
お互いに相手を尊敬しあえ、相互理解が深まっている。学習団は指導を受けられる
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が、指導する側のメリットはない。しかし、相互理解が深まる人的交流に意味がある。
100名単位の訪中は、中国内でも少ない。太極拳で来る人はみんなやさしく、反日教
育などで受けている昔の日本人のイメージが変った。年取った人も昔の話をしない
か、したとしても平気で話せる関係、表裏がない関係ができている。報告書や報道な
どで役所以外にもこの事業は良く知られている。
〈筆者コメント〉
双方の事業概要には、謝礼や指導のメリットに関して齟齬がある。しかし双方の事業評
価としては、交流の意義が共有されている。うまくいっている交流事業には、必ず核とな
る人間関係があるが、当該事業は別件 2件（労福協・はばたけ21）のハルビン側ヒアリン
グでもそのことが話題に出るほど、関係者間で周知されている典型事例といえる。
３－４　韓国の環日本海地域との交流事業
（1）上越市・浦項市職員相互派遣事業
〈上越市ヒアリング〉24
・事業概要：両市の交流は、’90年に新潟県ソウル事務所が開設され、新潟県内に交流
相手を求めていた浦項市から、直江津ロータリークラブと西浦項ロータリークラブの
姉妹クラブ交流があったことから当市に打診があり、’91年10月市長と商工会議所会
頭らが浦項を訪ねたことに始まる。事業の柱は、行政・議会・民間団体代表団の相互
訪問、市職員の相互派遣研修、青少年教育の 3本。職員の相互派遣は、’00～’02年の
3 回は浦項からの受入れのみで、’03年から毎年一人ずつ 1 年間相互派遣し、途中竹
島問題での休止を挟み、現在浦項から 9人目、上越から 7人目の職員が派遣中24（細谷）。
・事業評価：個々の職員の資質を超えて相互の都市関係が密接になることは間違いなく、
特に浦項市との親近感は醸成されている24（細谷）。派遣事業は双方向なので相手の意見
も聴く必要があるが、派遣を始めて10年にあたり、一区切りなのかなと感じている。
浦項市は人口50万人で新潟市クラスの市であり、最初は相手がこちらに学ぶ立場に
あったが、最近は逆になりつつある。当初は商工会議所経由で始まった交流である
が、産業のつながりは希薄であるといわざるを得ない24（笹川）。浦項市からの派遣職員
も協会の事業での姿勢を見る限り、個人の資質もあるが些かマンネリの弊害を感じる
ことがある24（川村）。（以下 7名の派遣経験者の事業評価）自分自身が得たもの：海外で
の生活体験・交友 5／韓国語学習 3／隣国理解 3／外から日本や上越を見る視点 2／
英語のディベート能力 1／自信 1。上越に役だったこと：帰国後浦項との交流窓口 4
／隣国理解支援 2／上越の宣伝 1／韓国のスピーディーな決済 1／役立てる場がない
1。浦項に役だったこと：日本や上越の情報提供 5／日本との交流窓口 1／研修生援
助 1／人的ネットワークの形成 1／日本人観の好転 1。当事業に対する評価：人材育
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成 2／双方向性を評価 1／隣国理解 1／費用対効果を満たす 1／改善の余地はあるが
継続すべき 3／個人の資質による 3／ミッションを明確化すべき 2／期間を融通すべ
き 1／学びを生かす場がない 3／費用対効果は疑問 3。
〈浦項市ヒアリング〉25
・事業概要：日本から行政面他多くのことを学び友好関係を深めるのが目的。派遣職員
の選定方法は、上越市から依頼の公文書を受けた後、全職員に募集をかける。条件と
してある程度日本語ができること、年齢があまりいっていない係長以下。約 2千人の
職員中例年 5人以内程度の応募があり、面接や書類審査で絞り込む25（朴宥貞）。
・事業評価：庁内ではある程度評価されているので、今後も継続していく方向。市民の
評価は未知数25（朴宥貞）。（以下 6名の派遣経験者の事業評価）自分自身が得たもの：日
本人の仕事や生活態度 4／日本語 3／専門知識 3／海外での生活体験・交友 2／多文
化共生意識の獲得 2／隣国理解 2。浦項に役だったこと：日本や上越の宣伝 2／行政
職スキルアップ 2／隣国理解支援 1／日本人の思いやり 1。上越に役だったこと：韓
国の情報提供 4／日本や上越との交流窓口 3／ハングルを教える 3／上越の宣伝 1／
在上越韓国人支援 1。当事業に対する評価：費用対効果を満たす 5／相互都市理解 2
／双方向性を評価 1／派遣後の情報交換が必要 2／ 1年では短い 1／上越からは 1年
では短い 1／幹部を派遣すべき 1／双方のミッションを明確化すべき 1／上越には役
立っていないのでは 1。
〈筆者コメント〉
上越側の事後評価には、事業の見直しが示唆され、派遣経験者からも費用対効果を疑問
視する等の意見が散見された。他方、浦項側からは、消極的な評価の声は聴かれなかった。
むしろ、浦項市国際課戦略本部長にご挨拶した際、会話の中で「日本は国際化の時代の中
で、行政が軒並み国際交流を縮小しているのが残念」との意見が述べられ、当該事業にお
いても上越側のやや消極的な姿勢が認識されていた。
（2）塩沢中学校・道岩中学校交流事業
〈南魚沼市観光協会ヒアリング〉26
・事業概要：旧塩沢町観光協会と道岩の交流は、’85年に道岩でスキー場開発が始まり、
日本の関係企業から観光開発の主体は地域住民であることのお手本として石打が紹介
されたことに始まる。’87年協定を結び、企業の交流から子どもたちの交流まで様々
な交流が行われることになった。塩沢中学・道岩中学交流事業は、当初相互訪問の両
方の経費を観光協会がスポンサーから集め負担をしていた。’00年からは、中学同士
の交流事業は本来行政の仕事であろうということで、観光協会から町の教育委員会に
移管し、さらに’06年の合併後は、なぜ塩沢中学だけなのかという議論も踏まえ、そ
れまで毎年双方向の訪問を行ってきた交流事業を隔年ごとの相互訪問に切り替えて現
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在に至っている。
・事業評価：この事業の良いところは、塩沢の子どもたちが近くて遠い国韓国に接近で
きるという点にある。他の自治体の対韓交流がすべて止まった竹島問題の年にも、道
岩中学はやってきた。本来こういう時にこそ草の根交流の本領が発揮されるべきだと
思う。また、子どもたちの交流の効果を測定することは難しいが、初期のころ参加し
た子どもが今は議員になって国際交流に理解を示している。事業の課題としては、交
流の内容が徐々に変化して、現在は相互学習が薄くなっているように思う。今は一過
性のイベント化しているように感じられるが、かつては、社会システムの見学を行っ
たり、ある時期には韓国にスキーを普及させるという目標を掲げて、韓国（道岩）か
ら日本（塩沢）さらに’82年から交流をしていたオーストリア（セルデン）に中学生
を巡回させたこともあった。教育に費用対効果は馴染まないが、一定のテーマを掲げ
て長い目でプログラムをつくり、それまでの蓄積を継承していく必要があると思う。
〈道岩中学校ヒアリング〉27
・事業概要：交流を始めて24年目になる。全校生徒に手紙を出して、希望者を募る。定
員オーバーの場合は高学年・経済的に費用を負担できる人を優先して選考する。
・事業評価：最も良いところは、生徒たちが国際感覚を身に付け、いろいろな体験をす
ること。近い国であって、食べ物、着る物など似ているけれども違うところもあり、
それをお互いに理解できるところ。保護者の評判は良い。選ばれた生徒が一年前に予
め決められているので、親御さんも一緒に来たいという方もいる。改善すべき点は、
前もってしっかりした準備が必要だが、現在はまだ準備不足。子どもたちが来たとき
に無駄な時間を省いて充実した時間を過ごして帰れるようにしたい。本当は夏休みで
はなく学期の間に来て、半日でもお互いの学校の生活を見て過ごして欲しい。
〈筆者コメント〉
’10年 8 月 4 日に塩沢中学校での歓迎式典と道岩中学からの訪問団の市内見学の一部を
視察した。体育館での式典と訪問団を一部教員が観光施設に案内する市内見学では、生徒
同士の交流は見られず、形骸化した交流を双方で意識共有している、プログラムを見直す
べき事例に触れた思いがする。
（3）新潟市・蔚山市少年サッカー親善試合
〈新潟市サッカー協会ヒアリング〉28
・事業概要：蔚山市サッカー協会との少年サッカー国際親善試合は、’00年から始まっ
た。’01年は教科書問題で中止になったが、’02年より現在まで継続している。新潟
チームは、任意団体である新潟市サッカー協会（代表：五十嵐理事長）が、市内にあ
る60のクラブチームを 3 地区に分けて、それぞれの地区選抜チームを編成して蔚山
チームを迎えてきたが、今年のチームは試合日程が県のトレ選合宿や市の大会と重
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なったため、それらに参加しない小学 6年生の選手を全市から16名選抜して 1チーム
を編成した。事業にかかる経費は、訪問時の往復航空運賃は選手は個人負担、指導者
分は協会予算から20万円と不足分は参加選手家庭に配分。受け入れ時は80～100万円
かかり、今年は新潟市国際交流協会から20万円の助成を頂いたが、毎回協会の予算を
取り崩し、体協からの補助も不安定なため、今後も継続していけるか不安が残る。
・事業評価：最も評価すべき点は、小学生時代から異国と接する機会が持てるという教
育的効果。サッカーという面では、国際親善試合で地域外との差を知り、メンタルの
強さに接することができる点にある。地域外との差を知るという意味では、関東圏と
の交流試合も有効であるが、国内の差は主に技術力であるのに対し、蔚山との差は主
にメンタル面にある。蔚山の子どもたちは普段新潟より行儀が悪いが、指導者の言う
ことには良く従う。新潟の子どもたちはおとなしいが、必ずしも指導者の言うことに
従うとは限らない。参加した子どもや父兄の評価は好評で、父兄からは「子どもが少
し成長したような気がする」といった声が寄せられる。特にアウェイで参加した場合
に、より顕著なようだ。また、空港で子どもたちが泣きながら別れを惜しむ光景に接
すると、やって良かったという気持ちになる。蔚山側からは、新潟以外に交流してい
る山陰地方の都市よりも、新潟に暖かさを感じ、好感を持っているようだ。改善すべ
き点は、受け入れの組織化。現在は連絡事務と通訳派遣やバスの貸与などは新潟市国
際課が協力してくれているが、会場の手配、食事の手配から試合まで非力の協会では
担当コーチ個人に集中するため、もう少し支援体制が組まれるとやりやすくなる。ま
た、受け入れはホームステイを原則にしているが、新潟サイドではホストファミリー
が集まりにくく、前回はホテルに宿泊となった。ホテルでは子どもたちが集団化する
ため暴れるなどのクレームがあった。今回は選手の家庭では賄いきれなかったので、
国際課の協力で市内の国際交流に理解のある家庭のお世話になった。
〈蔚山市サッカー協会ヒアリング〉29
・事業概要：2002年の日韓サッカーワールドカップが終わり、新潟から交流したいと連
絡があって、蔚山からサッカーはどうかと提案し、新潟の中学高校のチームがあまり
発展していないため、先に小学校チームから交流したらどうかということになった。
事務局機能については、事業計画は専務理事が担当。サッカー協会事務室に専従の職
員 3 人がいて手続きなどの手配をしている。事業費は、協会から参加するチームに
300万ウォンの支援、コーチ、監督に経費として400万ウォン支出。新潟から来るコー
チ監督のホテル等の費用と歓迎会の費用で700万ウォン（市の支援金500万＋協会から
200万）。飛行機航空機費用は生徒各自負担。今年白山小学校チームを選抜した理由
は、翌年ホームステイ受入れが出来るかできないかによる。蔚山の全小学校の中で
サッカーをやっているのが 7校あり、出来れば毎年違う学校のチームを選抜できれば
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いいと思う。
・事業評価：子どもたちの未来の方向が発展的になるようにホームステイもし、両チー
ムからいい反応が出ているので、小学校だけでなく中学高校にも広げていきたいと
思っている。共感が出来るというのが一番いいこと。民間での交流により、友人が出
来た。個人的な考えでは日韓の歴史的問題を乗り越えて仲良く、これからも発展的な
関係でいたい。事業の改善の余地としては、コーチや関係者が家族ぐるみで交流をし
ながら、お互いに言葉の交流も出来ればよいと思う29（朴）。担当者同士の親しみが深く
なり、まるで家族や親戚みたいに交流が深くなっていくような気がする。ホームステ
イを通して、韓国の子どもは日本人の子どもという感じで生活できる。日本の子ども
は韓国に来ると、韓国の家庭で皆一緒に扱われる。その効果はとても大きい。選手の
家庭か、そうでないかはあまり関係ない。言葉が通じれば、もっと交流が長く続くか
もしれない。ホームステイに参加した子どもと受け入れた家族が、その後もお互いに
交流している例もある。交流事業でお別れになると残る方の子供やホームステイの親
たちが泣き出してしまったことがある。私も、もらい泣きしてしまった29（安）。
〈筆者コメント〉
’10年 7 月25日に新潟市陸上競技場で行われた親善試合を視察した。少年たちの真剣さ
と対比的に、通訳を介しながらも親しげな指導者同士のコミュニケーションが印象に残っ
た。その場で訪韓時のヒアリングの約束をして頂いた。
３－５　典型事例における交流双方のヒアリング結果の評価
ここで上記 8事例の事業評価に関するヒアリングの結果を、交流双方からのマッチング
の観点で振り返ってみよう。
双方の当事者による事業評価が、現在のプログラムを高く評価する点で一致している事
例は、労福協と露中韓 3地域との国際交流事業、はばたけ21、新潟市・ハルビン市太極拳
交流事業、新潟市・蔚山市サッカー協会親善試合の 4事業であった。これらの交流事業の
共通点としては、いずれも民間団体同士の対等な交流関係で、太極拳交流を除く 3事業は
子どもたちの交流を中心とするかそれを含み、後者 2事業はスポーツ交流、前者 1事業は
労働組合同士という、いずれも比較的政治情勢等の時流に影響を受けないプログラムであ
る点が挙げられる。行為体の種別を援用すれば、交流の目的が明確である特定の機能を有
する行為体 3団体、課題特化型行為体 1団体であり、領域的行為体が政治・経済情勢の影
響を受けやすいことをうかがわせている。また、いずれの事業にも、核となる継続的な個
人的信頼関係が存在し、そのリーダーシップが周知されている様子がうかがわれた。
新潟側の事業評価に見直しや改善の余地が見られるものの、カウンターパートの評価が
現状を高く評価している事例として、新潟市民病院・ハルビン第一医院の医学研修生受け
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入れ事業と上越市・浦項市職員相互派遣事業の 2事業が挙げられる。いずれも公的団体同
士の交流で、主体となる組織体制が変化する中で、協定や予算措置に担保された医師や職
員の長期派遣事業である。また、時代の流れの中で双方の関係性が、新潟側からの技術移
転から双方の対等な関係に変化しつつある点でも共通している。
双方の事業評価が改善の余地で一致している事例として、日ロ沿岸市長会議と塩沢中学
校・道岩中学校交流事業の 2事業が挙げられる。いずれも公的団体同士の交流で、協定や
予算措置に担保された交流事業であるが、前者が現状を高く評価しつつも、「経済交流」
という課題を双方とも強く意識しているのに対し、後者は双方とも現在のプログラム自体
に改善の余地があるとの認識で一致している点が異なる。また、後者の新潟側事業主体に
は、民間団体から公共団体に、さらに市町村合併による事業の位置付けが変化してきた経
緯がある。
何らかの改善の余地が意識されているこれらの事業は、行為体の種別で言えば領域的行
為体 2団体と特定の機能を有する行為体 2団体であるが、後者はいずれも領域的行為体が
運営母体となっている団体である。
また、 8事例双方いずれのヒアリングにおいても、地域間国際交流事業の良い点として
挙げられたのが、政府間外交関係に左右されない地域住民や地域の事業者同士、言いかえ
れば非国家セクターの相互理解であった。今後、事業評価項目として、このような相互理
解の定性的な意味をさらに深く掘り下げ、数値で評価されがちな効果測定に新たな視点を
加えるべきであろうことを示唆している。
さらに、ハバロフスクに係る 3事例（労福協・はばたけ21・日ロ沿岸市長会）、ハルビ
ンに係る 4事例（労福協・はばたけ21・新潟市民病院・新潟市武術太極拳連合会）では、
それぞれの関係者が相互に他の交流活動を認識し合い、個々の交流事業を束にした地域間
の太いつながり、いわば交流の重層性を強く意識しているように思われた。これは、前掲
のハバロフスク地方労働組合連合議長Koryakin Victor氏の「継続の秘訣は40年前の活動家
たちによって始められた交流が高く評価されていることにある」11との認識や亀田郷土地
改良区の黒龍江省三江平原の開発援助以来の交流の歴史30に見られるように、交流歴を何
代にも継承してきた新潟とハバロフスク、新潟と黒龍江省との国際地域間交流に顕著な継
承効果・展開効果とでもいえる。個々の事業評価に加え、歴史的展開による事業群として
の重層的な効果を評価する視点も加えるべきであろうことを示唆している。
４　今後の国際地域間交流のあり方
４－１　今後の県内環日本海地域間交流のあり方への考察
今回のヒアリング調査では、双方の複数関係者から、新潟側の地域政策としての環日本
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海国際地域間交流からの退潮傾向が指摘されていた。新潟側の置かれた行財政的な厳しい
状況は今後も続くものと思われるが、一方でこれまで築いてきた新潟のアドバンテージを
継承し、前掲市岡政夫の「今後国境の概念が薄くなればなるほど、都市と都市、地域と地
域の住民の間の相互理解と信頼の増進はますます重要性を帯びてくる」4（205頁）との認識も、
彼の没後関係者間でますます深まっていることも感じられた。また、前掲「国際交流団体
意識調査報告書」8において、全国調査と比較し「他の団体・組織からの支援・協力を受
けた」と答えた県内団体の割合が高いという特徴は、県内団体の交流先の環日本海地域に
占める割合の高さ・重層性（即ち支援・協力のしやすさ）に相関するのではないかと推測
される。
そのような状況の中で、今後の県内環日本海地域間交流のあり方を考えると、地域政策
としての費用対効果を高めるためにも、前節で触れたハバロフスクに係る 3事例やハルビ
ンに係る 4事例から示唆されるような複数交流事業主体間の情報共有のしくみをさらに強
化し、その制度や予算の目指す方向を個別の交流の並走から、複数の交流の連携による国
境を超えた新たな地域の一体的な形成へと転換することが有効であるように思われる。こ
のことは、江口昌樹5が指摘する新潟県域内と日本海対岸地域との環日本海交流システム
づくりの必要性と符合する。
４－２　一般的国際地域間交流のあり方への示唆
本調査研究を通し、グローバリゼーションの進む中での地域政策としての国際地域間交
流には、従来の自治体同士の国際友好関係から、新たな住民同士の多文化共生支援、国境
を超えた様々な安全保障、国内地域格差を回避した経済関係等の多面的な意味が期待され
つつあることがわかった。従って、地域政策として期待される新たな意味を実現するため
には、定期的な外部評価とその結果による軌道修正のしくみが必要であることは、新潟の
事例に留まらず明らかである。
また、本調査過程を通して、関係者の間に、「友好交流」と「経済交流」という二項対
立的価値観によって国際地域間交流を評価しようとする視点が多くみられた。定量的評価
になじむ「経済交流」が思うように進まず、「友好交流」の定性的評価が効果測定という
手法になじまないというジレンマに、事業継続の困難を感じている関係者も多く、このこ
ともまた環日本海地域における新潟の事例に留まらないと考えられる。従って、今後の国
際地域間交流における事業評価指標として、経済的側面以外に、多文化共生理解、双方の
地域継承のための安全保障等、多面的な評価指標の開発とコンセンサスの形成が必要であ
ることが明らかとなった。昨今の北方領土、尖閣諸島、竹島を巡るわが国と露中韓各国と
の軋轢からは、まさに国境を超えた国際地域間の住民同士の相互理解と信頼が、ますます
重要性を帯びてくることを証明しているといえる。
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４－３　おわりに：国際地域試論
少数の事例から一般化した結論を導くことの危険はあるが、筆者は今回のヒアリング調
査を通して、行為体の種別や事業主体間の人間関係のあり方により、事業評価および評価
者の地域に対する意識の持ち方が大きく異なるように思えた。即ち、交流の目的が明確で
個人同士の信頼やつながりが交流事業を支えていると自負している関係者は、双方の属す
る地域が国境を越えた一つの「国際地域」としてつながった感覚を抱いているように思え
た。それに対し、交流事業の根拠を協定等の制度や予算によって担保された領域的行為体
等の関係者は、自身の所属する地域の社会情勢の変化によって、交流相手地域とのつなが
りの強度が変化するという感覚を持っているように思えた。前者では個々人の信頼関係が
継承される限り国際地域間交流も担保されるが、核となる個人的な関係が失われた時、事
業の継続は困難となることが予想される。後者では社会情勢の変化によって制度が陳腐化
すると国際地域間交流は形骸化する。
筆者は、「地域」という領域概念は国境や県境といった制度による領域概念と異なり、
それを認識する人々の集団意識の中に存在すると考える31。従って、国際地域間交流を推
進するためには、グローバル化、ボーダレス化した現代の国際社会における地域のあり方
を「国際人」や「国際都市」になぞらえた「国際地域」という概念でとらえ直し、地域が
国境を越えて形成されることの意味を再認識することが重要であると思う。
地域という概念を人々の集団意識の中にとらえ、国境を越えた地域の意味を認識するこ
とは、国際政治学者Peter M. Haasらの議論する“Epistemic Community”と相通ずるものが
ある。Haasはその著書32において、“Epistemic Community”（知識共同体）を「同じ因果関
係の理解・規範信条・価値基準を共有する専門的な集団」32（pp.55）と定義し、地中海の海洋
汚染への政策決定における国家を超えた（transnational）役割について、具体的な事例を
挙げながら論じている32（pp.155-164）。一方、国際地域間交流によって結ばれた市民のネット
ワークは、インターネットを通して国際地域としてのコミュニティ感覚を維持しながら、
将来的には各国の国内世論とは異なる非国家的世論の形成に係る可能性を持つ。政策への
コミットの仕方や熟度は異なるものの、国境を越えた世論やサブリージョン形成への視座
という意味において、補完的役割を果たすことも考えられる。そしてそのような可能性を
育むためには、「国際地域」にInterregionという意味を当てた新たな地域概念を確立し、関
係者の「国際地域」に対する意識共有を図ることが有効であると思われる33。
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注
1 　一例として新潟市の’07（政令市移行初年度）～’12年度における予算説明書（一般会計）を
見ると、下表に示すように、歳出計・国際課予算計は微増傾向にあるにもかかわらず、露中韓
5都市との国際地域間交流関連予算の合計は約 1 / 3 強に削減されている。
2　小倉和夫他2004.「国際交流・文化交流のあり方についての研究」総合研究開発機構
3　羽貝正美・大津浩 編1994.「自治体外交の挑戦」有信堂
4　市岡政夫2000.「自治体外交」日本経済評論社
5　多賀秀敏他2002.「環日本海における非国家交流と労働組合」新潟県地域総合研究所
6　サブリージョンとは、地方自治体を構成要素とし、国境線に関係ない広がりを持つ越境広域
である。（次項 7文献121頁）
7　多賀秀敏日本語版監修2005.「NorVision 北海沿岸地域の越境広域経営の展望」㈳新潟県地域
総合研究所
8　新潟経済社会リサーチセンター2008.「国際交流団体意識調査報告書」新潟県国際交流協会
9　新潟県ホームページ「国際交流・協力団体」・「市町村の平成21（2009）年度国際交流関係事
業」、新潟県国際交流協会ホームページ「県内国際交流・協力団体」、新潟市国際交流協会「県
内国際交流・協力団体一覧」
10　2010.7.7労福協事務所にて専務理事金子博氏、事務局長米田東逸氏
11　2010.11.1ハバロフスク地方労働組合連合事務所にて議長Koryakin Victor氏、青年対策・ス
ポーツ・国際交流部長Serdyuk Elena氏
12　2010.9.14侵華日軍第731部隊罪証陳列館往復約 2時間のタクシー車中にて黒龍江省総工会国
際連絡部副部長章耀南氏
（千円）
新潟市歳出計 国際親善費（国際課計） ハルビン
ウラジオ
ス ト ク
ハバロフ
スク･ビロ
ビジャン
ウルサン 5 都市計
’07 330,400,000 88,619 2,157 1,186 1,288 5,088 9,719
’08 330,700,000 81,484 1,143 1,108 4,835 803 7,889
’09 335,100,000 101,084 4,006 1,058 956 1,033 7,053
’10 353,700,000 108,344 758 1,031 2,072 493 4,354
’11 359,600,000 98,866 982 961 1,285 1,201 4,429
’12 357,300,000 105,218 589 698 1,188 1,201 3,676
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13　2010.8.17韓国労働総連盟会館内韓国化学労働組合本部事務所にて元国際部長趙容彦氏
14　2010.7.7三菱商事新潟支店にて業務・開発チームチームリーダー代行小山厚子氏
15　2010.11.2ハバロフスク行政府にて国際部長ИBAHOBA T. H.氏
16　2010.9.13ハルビン市内ホテルの喫茶店にて当初から参加している通訳王卉氏
17　2011.7.29新潟市国際課および9.30メールによる質疑にて新潟市国際課主査宮島利行氏
18　2010.9.7自宅にて会長宇田昭知氏
19　2010.11.3ウラジオストクTRM事務所にて新潟県ウラジオストク連絡員井上大樹氏
20　2010.8.8新潟市民病院にて総務課坂井秋樹氏・渡辺梓氏
21　2010.9.12ハルビン第一医院にて副院長李暁陽氏、神経外科屈洋氏、循環器内科部長郭䉨紅氏、
消化器内科部長李春明氏、婦人科部長曲組氏
22　2010.7.29新潟市武術太極拳連合会事務所にて会長友正慧氏
23　2010.9.12市内ホテルのレストランにてハルビン市人民政府外事弁公室日本処処長崔牧氏
24　2010.7.16上越市役所にて共生まちづくり課細谷芳男氏、上越国際交流協会にて専務理事川室
京子氏／8.11上越市役所にて政策調整課課長笹川桂一氏、浦項市派遣経験職員伊藤伸氏・足利
浩二氏・大島英徳氏・橘陽子氏・斉藤一彦氏／8.16浦項市役所にて立浪朋子氏
25　2010.8.16浦項市役所にて国際協力チーム国際交流日本担当朴宥貞氏、上越市派遣経験職員 
金石堅氏・成周鏞氏・朴美恵氏・房己煥氏・朴宰弘氏／7.16上越市役所にて曺喜龍氏
26　2010.8.4南魚沼市観光協会にて会長小野塚昭治氏
27　2010.8.4湯沢町内ホテルのロビーにて道岩中学校訪問団長李重九氏
28　2010.8.4新潟市内にて新潟市サッカー協会理事柳隆文氏
29　2010.8.14蔚山市内ホテルのレストランにて蔚山市サッカー協会専務理事朴充東氏／8.17ソウ
ル市内にて蔚山サイド通訳安敬淑氏
30　「新潟と中国・黒竜江省との友好協力関係30周年交流の歩み」新潟県日中友好協会
31　「地域」という領域概念のとらえ方は、地理学、政治学、都市計画等々取り扱う研究領域や
個々の研究者によって様々である。著者は、以下の論文において ｢地域｣ の概念と意識の関係
について述べている。山中知彦：遺伝学・脳科学を援用した地域継承論、日本建築学会総合論
文誌No.10, p78-81, 2012.1
32　Haas, Peter M., Saving The Mediterranean, Columbia University Press, 1990.
33　本学会および新潟県立大学の学部名に用いられている「国際地域」という用語は、英訳
International Studies & Regional Developmentを逆に和訳すれば「国際研究と地域開発」となる。
本稿では「国際地域」をあえて“Interregion”と訳すこととした。代替訳として“International 
region”や“Transnational region”も検討した。Macmillan English dictionary: for advanced learners 
2nd ed, Oxford: Macmillan Education, 2007によれば、international / involving several countries or 
existing between countriesに対しtransnational / affecting or involving several different countriesとされ
ている。また“region”という用語については、越境協力分野の研究が進んでいるEU研究にお
いて、地域政策や国際政治、地域主義研究者は、州政府レベルの地方政府あるいはその管轄領
域のイメージとしてとらえているという。本稿では、新潟県立大学国際地域学部に所属する複
数の英語圏ネイティブ教員との意見交換の結果、筆者が「国際地域」に託したニュアンスを伝
えるためには“Interregion”がふさわしいとの判断によった。関連して、EU地域政策として展
開されている「越境広域協力」の施策名に“INTERREG”が使われ、その中で前掲 6の「サブ
リージョン」をはじめ、国境を越えた様々な領域概念が議論されていることも併せて付記して
おく（詳しくは前掲 7文献125－126頁）。一方、「国際地域間交流」に替る用語として、「越境
地域交流」あるいは「跨境地域交流」も示唆された。本稿の「国際地域」を「越境地域」ある
いは「跨境地域」に置換することも可能ではあるが、前掲 5・ 7文献による「サブリージョン」
の訳語と理解するなら構成要素が地方自治体に限定されることとなる。本稿では、学会名・学
部名への問題提起という意味も込めて、「国際地域」という用語を採用した。
